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◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ 新人国会議員、かく考え、かく国政にいたれり【Vol. 5】◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆
政策論点に対する各議員の賛否
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景気回復、個人消費を刺激
する予算配分を！
安全・安心の保証システム
づくり

高齢化、少子化に対し、市町
村がその地域の実情にあっ
た施策が展開されること。

選挙区内に大学の理工学部
の設立。

政権交代のない社会では権
力は腐敗。適度に政権交代が
可能な政治体制を政党の最
大の責任とすべきである。

二大政党選挙のはずが、政
策論一切なし。

比例選については広い北海道
で十分な選挙活動は不可能。
特に重複立候補は次の選挙で
はただちに廃止すべきだ。

多くの有権者と知り合えた
という充実感をもつことが
できた

厳しい国際競争の中で、民
間企業に働く勤労者の努力
がなかなか成果に結びつか
ない状況を何とかしたい。

・国政に経済、経営感覚を！
・地方分権の確立のため（地
方議員21年で分権は国会
がやらなければダメ）

長い間地方行政にたずさ
わってきたので、市町村行政、
地域住民の声をできるだけ
国政にとどけたいと思った。

1.行政知識を政治活動に生
かしたい。　2.20～30年
先の日本経済の再生を目指
す政治の必要性を痛感。

プロフィール

氏名（年齢）
・政党／選挙区
「政治信条」

滝 実（58）
・自民／奈良2区
「一人でも多くの人と
夢を共有する」

鰐淵 俊之（60）
・新進／北海道ブロック
「国民の立場にたって公平
な政治に心がけること」

松本 和那（57）
・自民／千葉7区
「・議員立法の積極的立案
・答えの出る政治をめざす」
城島 正光（49）
・新進／東京ブロック
「まじめに働く人こそ
社会の主人公である」
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1.まじめに働く人が主人公
の社会　2.ノーマライゼー
ション（特に障害者への配慮
ある社会）　3.男女協働社会

各議員からの補足コメント
滝議員　比例代表並立制の基本は維持し、比例につき法定得票などの配慮をすべきである。

鷲尾連合事務局長、労組と政治
のあり方を語る―政局講演会

　連合の鷲尾悦也事務局長は18日の政局講演会にお
いて講演し、労組と政治の関わりの歴史と連合発足の
経緯、さらに現在の政治状況に関する認識を語った。
　連合発足以前の労組については、矮小化した個別の労働
問題に終始し、国民全体のことを考える視点が欠けていた
と指摘。連合はその反省にたって発足し、全体の政策制度
問題を主体に扱うことを基本としていること、さらにその
実現の手段として政党・政治との関係があると述べた。
■政界再編には座標軸が必要
　また、現在の政党並びに連合のまた裂き状況について、
小選挙区制においては2大政党制への収束が必然であ
り、現在はその過渡的状況との認識を示すとともに、与野
党の政策の座標軸が不明確であることが現在の政局の
混迷の原因であると述べた。その座標軸については、かつ
てのイデオロギーによる対立がない現在、資本主義経済
の中で、自由を強調するのか、あるいは平等を強調するの
か（理想的状況に到達するために、国家がどの程度介入修
正するのか）が今後の座標軸となる。そのどちらを選択す
べきかは時々の情勢により変化するもので、それを政権
交代によって実現すべきだとの認識を示した。
■政界はガラガラポンを、保保連合もありうる
　さらに、新進党の現状を批判し、もう1度政界再編が必
要なことを強調するとともに、同党が再編の起爆剤に
なってほしいとの期待を述べ、その際には保保連合が
あってもよいとの認識を示した。

藤井孝男自民党経理局長、党
財政を語る―運営幹事会

　19日、第2回運営幹事会が開催され、ゲストの藤井孝
男自民党経理局長は、新選挙制度と政治資金の関係につ
いて、公的助成は導入されたものの、献金収入の大幅減少
による党財政の苦しさを訴えるとともに政党活動を活
発にするにはそれなりの資金が必要だと述べた。
　また、今後の政治資金のあり方については、公的資金・政
党の自助努力（党員拡大等）・寄付（団体・個人）のバランス
の確保が大事だと述べ、特に平成12年に見直しが決まっ
ている企業献金については、早急に議論を詰めていく必要
性を強調した。フォーラム出席者からの「政治資金として
の必要最低限がみえない、政党は必要最大限を要求してい
るのではないか」との質問に対して、党のリストラ努力や
献金要請の大幅削減（昨年比）等を訴え、理解を求めた。

保岡興治衆議院議員、議員立法の
あり方について語る―政経懇談会

　26日の政経懇談会において、保岡氏は先に政治改革
大網を起草し、議員立法で選挙腐敗防止法を成立させた
経験から、今後の政治と議員立法のあり方について語っ
た。以下はその概要である。
■官主導から政治主導へ
　明治維新、戦後に続く第3の変革期・大競争時代ともい
われる今日、官主導の政治、すなわち優秀な役人が立案し、
政治家はそれに対して注文をつけるだけという従来のや

◆　お詫び　◆
前号（No11、1997.2.14発行）でご案内した3月6日
（木）の関西シンポジウムは都合により延期させていた
だくことになりました。新しい日程につきましてはあら
ためてご案内いたします。謹んでお詫び申し上げます。

り方ではこの転換期をのりきることはできない。官僚は改
革に伴うリスクを負えない。今後は官を超えた国民の多様
な創意工夫を結集し、政治が国民の声を受けて自らの責任
で判断していかなくてはいけない。そのためには、政治家
が国の基本方針・政策を立案していく必要があり、議員立
法をもっと活用していかなければならない。
■21世紀政策研究所に期待
　政治家が政策立案により積極的に関わるためには、その
前提となる政策スタッフの充実等も必要であり、経済界も
日本経済がどうあるべきかという観点からどんどん立案
し提示してほしい。その意味からも経団連の創設するシン
クタンクである21世紀政策研究所に期待している。
■規制緩和の推進には司法インフラの整備も
　規制緩和を進め、活力ある経済活動を促進するために
は、仮に事件・紛争等が起きた場合にそれを処理する司法
面でのインフラ整備が不可欠であるが、日本の場合それ
が遅れており、裁判官、検察官とも圧倒的にその数が不足
している。特に経済活動がグローバル化している現在、国
際仲裁センターのような機関が必要である。
■経済法規分野の規制緩和に全力で取り組む。
　当面、経済界も要望している自社株取得や保有に関す
る規制の見直しや株主代表訴訟制度の見直し等の議員
立法に全力で取り組む。


